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――名古屋高裁平成 27 年 1 月 29 日判決の検討――
〔判例評釈〕
























－330 （     ）－
ても預金が成立することを認めながら，被仕向銀行が自らの貸金債権と相殺を
した場合に振込依頼人からの不当利得返還請求を認める判決があり，最近もま





① A は平成 21 年 3 月 27 日に A 組からの会社分割により設立された株式会
社である。会社分割に際し，A は A 組の債務については責に任じないと
される一方，A 組の主たる事業であった土木工事業等に関する権利関係や
人的物的設備等のほぼ全てを A が承継した。
② Y は従前 A 組に対し貸付を行っており，会社分割の時点における残高は
4 億 7000 万円余りであった。A 組は平成 21 年 9 月頃から Y に対する債務
の返済を遅滞するようになった。
③ Y は平成 22 年 4 月 8 日に A 組の預金口座について A 組に対する貸金債
権等と対当額にて相殺した。Y の C 支店の A 組名義普通預金口座（以下，
本件口座という）もこの相殺の対象となった。平成 22 年 1 月に E から約
30 万円の振込がされた後は，利息の入金等 Y との関係によるもの以外に
は，数百円ないし数千円程度の振込が数回あったのみで，ほとんど入出金
はなかった。
④ X は平成 24 年 2 月 29 日に A との間で，A が工事を施工し，X が代金
462 万円を支払う旨の請負契約を締結した。この請負契約に基づく出来高
分の工事代金は約 330 万円であった。




－331 （     ）－
⑥本件振込に係るデータ入力作業等は X の経理担当の D が行ったが，D は
本件代金を A に支払うつもりで，誤ってかつて取引のあった A 組のコー
ド番号を入力してしまい，本件口座への振込依頼をしてしまった。
⑦本件振込金は本件口座に支払差止めの設定がされていたため，本件口座に








同日 Y の C 支店に電話連絡し，誤振込をしたので返金してほしい旨を伝
えた。しかし，同支店の担当者からは既に取引が成立しているので返金に
は応じられない旨の回答を受けた。




原審（名古屋地判平 26・8・7 金判 1468・34）は，本件口座が支払差止めの
設定にされていたなどの事情はあるものの，これらの事実から必ずしも Y が
本件相殺の時点において本件振込が誤振込であると知っていたと認定すること
はできないこと，および X が Y に対し，本件振込が誤振込であるため返金を















相当である（最二判平 8・4・26 民集 50・5・1267）。
Y は誤振込により発生した預金債務を本件相殺により消滅させることで，事
実上回収不能である A 組に対する貸金債権等を回収する一方，X は A 組に対
して本件振込金相当額の不当利得返還請求権を取得するものの，事実上その回
収は不能であるため，本件振込金相当額の損失を被る結果となる。




込が X と A 組の間における取引等の原因のない誤振込であることを知ってい
たと認めることができる。
結果的に A 組は，X との間に本件振込の原因となる法律関係がないことを
認めるのであるから，本件振込が誤振込であることを認識していた Y におい


































































































相殺型については，本判決が出る前に 2 つの先例（a 事件 = 第 1 審 - 名古
屋地判平成 16・4・21 金法 1745・40  9，第 2 審 - 名古屋高判平 17・3・17 金法





イ．平成15年 1月 10日に振込依頼人 X が誤振込を行い，Y 銀行の A（受取人）
の口座に入金記帳された（午前 11 時 42 分）。
ロ．しかし，A は手形小切手を不渡りにしたために同日取引停止処分を受け
たので，Y は A の当座預金口座を強制解約した（午後 1時 11 分）。









－337 （     ）－
ニ．同月 15 日に X は Y に対し不当利得の返還請求をしたが，返還がないの
で同年 5月 25 日に訴えを提起した。
ホ．同年 6 月 26 日付で，A は本件振込金について何等の権利はなく，X に
返還されても何等の異議も述べない旨の確認書を作成している。
ヘ．平成 16 年 1 月 23 日に Y は預金と貸金を相殺する旨を A に通知した。
②　判決の内容


















まず，1 月 10 日の対応であるが，誤振込の入金記帳，強制解約，組戻し依
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－339 （     ）－
入金記帳された。
ロ．X は 9 月 10 日になって誤振込を認識し，仕向銀行から組戻しを依頼し
たが，Y からは C との連絡がつかず承諾が得られないため，組戻しには
応じられないとの回答があった。C は事実上倒産し（7 月 29 日に銀行取
引停止），代表者も行方不明であった。
ハ．X の代理人弁護士は 9 月 24 日に Y を訪ねどうすれば回収できるか尋ね
たところ，Y のお客様サービス課長は「本部に確認したところ，裁判によ
る差押の方法があるようです」と回答した。X はこれに従い C に対し不
当利得返還請求訴訟を提起し，平成 16 年 1 月 22 日に勝訴（欠席判決）した。
ニ．他方，Y は同行池袋支店で C に対して貸金債権を有していたことから，
10 月 17 日に池袋支店長名で預金と貸金の相殺の意思表示を行った。











b 事件では X が誤振込に気付き，組戻手続を依頼したのは，発信日から 1か
月後であり，かつ Y はその時点で C との連絡がつかなかったとして組戻しに
は応じられない旨の回答をしており，そこまでの Y の被仕向銀行としての対
555


















て，本件振込が X と A 組の間における取引等の原因のない誤振込であったと
認識しえたとしている。本件相殺の 2 年あまり前に，Y は A 組の預金口座と
貸金債権を相殺しており，事前に Y に対して何らの連絡もせずに A 組が資金







－341 （     ）－
事務がどこで終わるかは明確に決めたものはないが，少なくとも発信日の翌々
営業日であれば被仕向銀行としての受任事務は継続しているものとして，組戻
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